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１．件  名 

第 2庁舎エレベータ維持修繕 

 

２．工  期 

令和９年３月２３日 まで 

 

３．工事場所 

市原市 国分寺台中央一丁目 

 

４．施工範囲 

施工範囲は、本仕様書及び図面のとおりとする。 

(1)修繕概要 

第 2 庁舎のエレベータの安定運転及び安全対策を目的とし、発注図書に記載してい

る消耗部品等の交換による修繕を行う。 

(2)修繕対象 

   第 2庁舎のエレベータ№1～3号機（設備概要は図面に記載） 

   上記設備の修繕を行い、機能を満足するよう整備・調整すること。また、各データは

所見を付して報告書として提出すること。 

   本修繕の影響を最小限に抑えるため、修繕は１基ずつ行い、エレベータ３基のうち２

基は運転できる状態を保つこと。なお、修繕方法はメーカーの整備基準に基づいて施

工すること。 

(3)交換部品等 

 交換部品等は、発注図書に示したものでメーカーの純正品、若しくは同等品以上とす

る。なお、同等品以上の部品等を使用する場合は、事前に監督職員の承諾を得るもの

とする。 

(4)廃材 

   本修繕で発生した廃材や廃油等は、責任を持って受注者が適正に処分すること。 

   これに伴う費用は本修繕の範囲とする。 

処分後、建設廃棄物マニュフェスト D票、E票（複写式伝票）の写しを提出するこ 

と。 

(5)不良箇所 

   本修繕以外の箇所で不良箇所が確認された場合は、監督職員に報告し協議すること。 

 ただし、軽微なもの、消耗品等については本修繕の範囲とする。 

   (6)第三者機関による品質証明 

 受注者は、東洋ゴム化工品㈱又はニッタ化工品㈱で製造された製品や材料を用いる

場合には第三者機関による品質を証明する書類を発注者に提出すること。 



５．現場代理人及び主任技術者等 

(1)現場代理人の常駐を要しない期間 

 ア．現場施工に着手するまでの期間 

    請負契約の締結後、工事施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の 

搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間）については、主任技術者又は監理技術

者の工事現場への専任及び現場代理人の常駐を要しない。なお、現場施工に着手する

日については、請負契約の締結後、監督職員との打合せにおいて定める。 

 イ．検査終了後の期間 

 工事完成後、 検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、 

事務手続、後片付け等のみが残っている期間については、主任技術者又は監理技術 

者の工事現場への専任及び現場代理人の常駐を要しない。なお、検査が終了した日 

は、発注者が工事の完成を確認した旨、受注者に通知した日（例：「工事完成認定書」 

等における日付）とする。 

(2)現場代理人の兼務を認める対象工事 

   本修繕は、「現場代理人の常駐義務の緩和に関する取扱要領」に基づき、他の市発注

工事又は本市内での国若しくは他の地方公共団体発注工事（ただし、国又は他の地方

公共団体の承諾が得られている場合に限る。）と現場代理人等の兼務ができる。なお、

現場代理人が当該工事現場に不在となる場合においても、現場代理人と監督職員の

間で常に連絡がとれる体制を確保すること。 

 

６．履行報告 

   受注者は、建設工事請負契約書（以下、契約書と言う。）第 11条の規定に基づき、履

行状況を所定の様式に基づき作成し、監督職員に提出しなければならない。 

 

７．火災保険等 

   受注者は、契約書第 60条第 1項の規定に基づき、本工事の完成引き渡しまで工事目

的物及び工事材料等を火災保険、建設工事保険その他の保険に付さなければならな

い。加入期間は原則として工事着工から工事完成期日後 14日の期間とする。 

 

８．安全対策 

 労働安全衛生規則等関係法令を遵守して、就業者に対し常にこれを徹底させ、安全 

な作業をするよう十分な配慮をすること。 

 

９．提出書類 

( 1)着工届 

( 2)現場代理人及び主任技術者等届（経歴書を添付） 



( 3)工程表 

( 4)修繕計画書 

( 5)火災保険等の証券又はこれに代わるものの写し（契約書第 60条第 2項関係） 

( 6)工事記録写真帳（A4判とし、横に説明書きを入れる。） 

( 7)完成届 

( 8)完成払請求書 

( 9)修繕結果報告書（測定結果、現状等をまとめ、今後考慮すべき内容を記入する） 

(10)上記の他に監督職員が指示する書類 

 

１０．補償 

 本契約期間内及び業務実施中に生じた契約対象施設に係る事故については、その復旧に

要する費用を受注者の負担とする。 

 ただし、次の場合はこの限りではない。 

(1)事故が天災地変等に起因する場合。 

(2)事故が発注者の責に起因する場合。 

(3)事故が公正な第三者により受注者の責に起因しないと認められる場合。 

 

１１．設計変更及び工事の一時中止 

本工事の設計変更及び工事の一時中止については、建設工事請負契約書及び本仕様書等

によるが、具体的な手続き等については、「営繕工事請負契約に係る設計変更等ガイドライ

ン」（市原市）及び「工事請負契約における工事一時中止に係るガイドライン」（市原市）に

よることとする。 

 

１２．その他 

(1)関係法令を遵守すること。 

(2)本修繕は、建設業法第 2条第 1項に規定する「建設工事」には該当しない。ただし、 

建設工事請負契約書約款については、遵守すること。 

(3)この仕様書に定めなき事項については、両者協議のうえ決定する。 


